
   甲賀市議会議員政治倫理条例  

                          平成３０年１２月２８日  

                               条例第４４号  

 甲賀市議会が目指している市民に開かれた議会づくりは、議員に対する市民の揺

るぎない信頼があって初めて実現できるものである。 

 そのためには、議員は市民の代表であることを自覚し、市民の負託に応え得る強

い使命感と自ら考える明確な政治倫理基準に基づき、誇りと自信をもって市政を担

いつつ、説明責任を果たしていくことが必要である。 

 ここに甲賀市議会は、議員と市民との信頼関係を築く基盤として、この条例を制

定する。 

 （目的）  

第１条 この条例は、甲賀市議会議員（以下「議員」という。）が議員活動を行う際

に遵守すべき政治倫理に関する基本事項について、甲賀市議会基本条例（平成２

５年甲賀市条例第３３号）第１８条の規定を補完する条例として定めることによ

り、市民全体の代表として高い倫理観が求められることを自覚し、良心及び責任

感を持ってその責務を果たし、議員と市民との信頼関係を構築し、もって公正で

民主的な市政の発展に寄与することを目的とする。  

 （議員の責務）  

第２条 議員は、市民の負託を受けた代表である自覚及び品位の保持に努め、自ら

の行動を厳しく律し、公正な職務執行を妨げるいかなる不当な要求にも屈しては

ならない。  

２ 議員は、政治倫理に反する行為があるとの疑惑を持たれたときは、自ら率先し

て真摯かつ誠実に事実を明らかにし、その責任を明確にしなければならない。  

 （政治倫理基準等の遵守）  

第３条 議員は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号。以下「法」という。）、公

職選挙法（昭和２５年法律第１００号。以下「公選法」という。）、政治資金規正

法（昭和２３年法律第１９４号）等の公職にある者に対して適用される法律のほ

か、次に掲げる政治倫理の基準を遵守しなければならない。 

（１） 常に市民全体の利益の実現及び福祉の向上を目指して行動すること。 

（２） 市又は市が資本金その他これに準ずるものを出資している法人若しくは



市の公の施設の管理を行う指定管理者（法第２４４条の２第３項に規定する指

定管理者をいう。）が行う許可又は請負その他契約に関し、特定の者のために有

利又は不利な取扱いをするような働きかけをしないこと。 

（３） 市から補助金等を受けている団体の役員（会長、副会長、理事長、副理

事長、理事、監事及びこれらに準ずる者）には就任しないこと。 

（４） 市の職員（地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第３条第２項に

規定する一般職に属する職員をいう。）の採用、昇任、降任、転任その他の人事

に関し、公正を害する行為をしないこと。 

（５） 議員の地位を利用して嫌がらせをし、強制し、又は圧力をかける行為及

びセクシュアル・ハラスメント、パワー・ハラスメントその他の人権侵害のお

それのある行為をしないこと。 

（６） 政治活動に関する寄附について、政治的又は道義的な批判をされるもの

は受けないこと。 

（７） 公選法により禁止されている寄附、飲食物の供与その他不正行為に該当

するとの疑惑を持たれるような行為はしないこと。 

（８） 前各号に掲げるもののほか、市民全体の代表者として、その品位を損な

う一切の行為を慎み、その責務に関し、不正の疑惑を持たれるような行為をし

ないこと。  

 （請負に関する制限）  

第４条 議員は、議員の兼業禁止について規定する法第９２条の２の趣旨を尊重し、

議員の兼業について、市に対して行う請負その他の契約に関して不正の疑惑を持

たれないように努めなければならない。  

 （審査請求）  

第５条 議員は、第３条の規定に違反する疑いがあると認められる議員があるとき

は、甲賀市議会議員定数条例（平成２１年甲賀市条例第４９号）に規定する議員

の定数の８分の１以上の者の連署をもって、議長に対し、同条に違反する疑いが

あることを証する書類を添えて、別に定めるところにより審査請求することがで

きる。この場合において、審査請求する議員の中から代表者を定めておかなけれ

ばならない。 

２ 連署をする議員は、２以上の異なる会派（会派に所属しない議員も１会派とみ



なす。）に属する者で構成されていなければならない。 

３ 審査請求は、当該請求に係る行為のあった日から起算して１年以内に行わなけ

ればならない。ただし、議長が特別な事情があると認めたときは、この限りでな

い。  

 （審査会の設置等）  

第６条 議長は、前条の審査請求があったときは、速やかに議会運営委員会に報告

するとともに、当該請求を受理した日から１月以内に、甲賀市議会政治倫理審査

会（以下「審査会」という。）を設置し、当該事案についての審査を付託するもの

とする。ただし、審査請求書類の不備などの理由により、その必要がないと議長

が認めるときは、この限りでない。 

２ 議長は、審査会を設置したときは速やかに、審査請求を行った議員（以下「審

査請求者」という。）及び審査の対象となった議員（以下「審査対象議員」という。）

に対し、その旨通知するものとする。  

（審査会の組織）  

第７条 審査会は、各会派（会派に所属しない議員が複数いる場合も１会派とみな

す。）から１名の代表者をもって構成する。ただし、議長が特別の理由があると認

めるときは、この限りでない。 

２ 審査会の委員（以下「委員」という。）は、議員のうちから議長が指名する。た

だし、審査請求者及び審査対象議員は、委員となることができない。 

３ 委員の任期は、当該審査が終了するまでの間とする。 

４ 審査会に委員の互選により委員長及び副委員長を置く。 

５ 委員長は、会務を総理し、審査会を代表する。 

６ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故あるとき又は委員長が欠けたとき

は、その職務を代理する。 

７ 議長が審査対象議員に該当するときは、副議長がこの条例に関する議長の全て

の職務を代理する。  

 （審査会の会議等）  

第８条 審査会の会議（以下「会議」という。）は、委員長が招集するものとする。 

２ 審査会は、委員の３分の２以上が出席しなければ会議を開くことができない。 

３ 会議の議事は、出席委員の過半数でこれを決し、可否同数のときは、委員長の



決するところによる。 

４ 会議は公開とする。ただし、委員長は会議に諮って非公開にすることができる。 

５ 審査会は、審査請求に関する調査を行い、必要があると認めるときは、審査請

求者、審査対象議員、識見を有する者等に対し、会議への出席を求め、意見若し

くは事情を聴取し、又は報告若しくは資料の提供を求めることができる。 

６ 審査請求者及び審査対象議員は、審査会から会議への出席の要請、審査に必要

な資料の提出その他の協力を求められたときは、これに従い、かつ、誠実に応え

る義務を負う。 

７ 審査対象議員は、審査会において弁明をすることができる。 

８ 審査会は、公平かつ不偏の立場でその職務を遂行しなければならない。  

（会議の記録）  

第９条 会議の記録は、５年間保存する。  

（その他審査会に関する事項）  

第１０条 前４条に定めるもののほか、審査会に関する事項は、甲賀市議会委員会

条例（平成１６年甲賀市条例第１８７号）に規定する委員会の例による。  

（審査結果の議長への報告）  

第１１条 審査会は、当該審査請求の審査を終了したときは、速やかに、その結果

を議長に書面をもって報告しなければならない。 

２ 審査会は、審査対象議員に第３条の規定に違反すると認められる事実があると

きは、前項に規定する報告において、次に掲げる措置のうち、議会が講じるべき

措置について意見を付さなければならない。 

 （１） 戒告 

 （２） 陳謝の勧告 

 （３） 議会内での役職辞任の勧告 

 （４） 一定期間の出席自粛の勧告 

 （５） 議員辞職の勧告 

 （６） 前各号に掲げるもののほか、必要と認める措置 

３ 第１項に規定する報告は、第６条第１項の規定により審査会が付託を受けた日

から６０日以内に行うよう努めなければならない。 

４ 審査会は、議長への結果の報告をもって解散する。  



（審査結果の議長からの報告及び通知）  

第１２条 議長は、前条第１項の規定により審査会から審査の結果の報告を受けた

ときは、速やかに審査の結果を議会運営委員会等に報告するとともに、審査請求

者及び審査対象議員に対して通知しなければならない。  

 （審査請求の棄却）  

第１３条 議長は、審査会から棄却すべき旨の報告を受けたときは、当該審査請求

を棄却する。  

 （陳述書の提出）  

第１４条 審査対象議員は、第１２条に規定する通知を受けたときは、審査の結果

について、議長に対し陳述書を提出することができる。 

２ 陳述書の提出は、審査の結果の通知を受けた日から２週間以内に行わなければ

ならない。 

 （審査対象議員に対する措置） 

第１５条 議長は、審査会から第１１条第２項に規定する意見が付された報告を受

けたときは、前条第１項に規定する陳述書の内容を勘案したうえで、当該報告を

尊重して措置の内容を決定して、議会運営委員会に報告し、審査対象議員に対し

て速やかにその措置を講じなければならない。 

 （審査結果等の公表）  

第１６条 議長は、審査の結果を公表しなければならない。この場合において、第

１４条第１項に規定する陳述書が提出されたときは、陳述書の全部又は一部を合

わせて公表するものとする。  

 （守秘義務）  

第１７条 委員は、審査請求に係る事案の審査において知り得た秘密を漏らしては

ならない。その職を退いた後も、また同様とする。  

 （留意事項）  

第１８条 この条例の運用に際しては、正当な政治活動を抑制することのないよう

留意しなければならない。  

 （条例の見直し）  

第１９条 議会は、この条例の施行後、常に市民の意見、社会情勢の変化等を勘案

し、必要があると認めたときは、この条例の規定について検討を加え、その結果



に基づいて所要の措置を講ずるものとする。  

 （委任）  

第２０条 この条例の施行に関し必要な事項は、規程で定める。  

   付 則 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

（適用区分） 

２ 第５条に規定する審査請求は、施行日以降に行われた議員の行為について適用

する。 

 


